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本書において使用している省略語は、次のとおりです。 

 

法…………特定非営利活動促進法 

法規………特定非営利活動促進法施行規則 

NPO 法人…特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人 

措法………租税特別措置法 

措令………租税特別措置法施行令 

法人法……法人税法 

法人令……法人税法施行令 

組登令……組合等登記令 

公選法……公職選挙法 

 

※「法２②一」とは、「特定非営利活動促進法 第２条 第２項 第１号」のこと

です。 
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